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　 　 ・ 経常利益又は経常損失

　 　 ・ 当期剰余金又は当期損失金

　 　 ・ 出資金及び出資口数

　 　 ・ 純資産額

　 　 ・ 総資産額

　 　 ・ 貯金等残高

　 　 ・ 貸出金残高

　 　 ・ 有価証券残高
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　 　 ・ 有価証券関連店頭デリ バティ ブ取引
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　 　 ・ 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ スクに関するリ スク管理の方針及び手続の概要 85

　 　 ・ 証券化エクスポージャーに関する事項 85
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